
所得税の還付のための確定申告または損失申告をする

公的年金等の収入金額（複数の年金を受給している場合はその合計額）が400万円以下である

公的年金等を除いた所得金額は？

20万円以下0円 20万円超

いいえ

いいえ はい

はい

はいいいえ

はいいいえ

いいえはい

次の①または②に該当する

①昭和30年１月１日以前の生まれで、
・扶養親族がなく、公的年金収入金額が148万円以下
・扶養親族があり、公的年金収入金額が192.8万円以下

②昭和30年１月２日以後の生まれで、
・扶養親族がなく、公的年金収入金額が98万円以下
・扶養親族があり、公的年金収入金額が142.8万円以下

※扶養親族の数が、公的年金等の源泉徴収票に記載されている必要
　があります。

税額計算の結果、納付
すべき所得税がある　

所得税の確定申告が必要
※所得税の確定申告をすれば、市　
　県民税の申告は必要ありません。

市県民税の確定申告は不要 市県民税の確定申告が必要

医療費控除、生命保険料控除、扶養控除の追
加などの各種控除の申告を市県民税上でする

申告会場の生涯学習まちづくりセンター

公的年金受給者の皆さんへ

◆市県民税の申告受付日程（受付時間＝午前９時～午後４時）

※会場はいずれも生涯学習まちづくりセンター１階です。
※申告期間前半と午前中は、例年大変混み合い、待ち時間が長くなります。
　あらかじめご了承ください。

17日（月）～18日（火） 

19日（水）～21日（金） 

25日（火）～26日（水） 

27日（木）～28日（金）

２日（月）

３日（火）～５日（木） 

６日（金）、９日（月）～10日（火） 

８日（日） 

11日（水）

12日（木）～13日（金） 

16日（月）

２月

３月

9 8広報にしわき　令和2年2月号広報にしわき　令和2年2月号

　西脇市では令和３年度から７年度までを計画期
間とした「西脇市生涯学習推進計画」と「西脇市
スポーツ推進計画」を策定するため、会議の委員
を募集します。
◆応募資格（各委員共通）
・市内に在住、在勤または在学する20歳以上の方
　（平成31年４月１日現在）
・本市の他の審議会等の委員でない方
・平日開催の２時間程度の会議に出席できる方
◆募集人数（各委員共通）　２人
◆募集期間（各委員共通）
　２月１日（土）～ 18日（火）
◆会議の内容（全５回程度）
　各種計画策定に関する重要事項を検討します。
◆任期（各委員共通）
　委嘱の日から審議終了まで
◆報酬額（各委員共通）
　１開催につき3,700円（３時間未満の場合）
◆応募方法（各委員共通）
　所定の応募用紙に①住所②氏名③年齢④電話番
号⑤略歴・応募の動機を記入し、持参、ファック
ス、メールのいずれかで提出してください。
　応募用紙は市ホームページからダウンロードで
きます。また、請求いただければ郵送します。期
間内必着でご応募ください（持参の場合、月曜を
除く午前８時30分から午後９時まで。日曜・祝日
は午後５時まで）
◆選考方法（各委員共通）
　応募書類により選考し、結果は応募者全員に通
知します。
◆応募・問合せ
◇西脇市生涯学習推進計画策定会議
　〒677-0015
　西脇市西脇790-15
　西脇市教育委員会生涯学習課
　☎22-5996／　22-6015
　　manavita@city.nishiwaki.lg.jp
◇西脇市スポーツ推進計画策定会議
　〒677-0015
　西脇市西脇790-15
　西脇市教育委員会生涯学習課スポーツ振興室
　☎22-5996／　22-6015
　　sports@city.nishiwaki.lg.jp

会議委員を募集します
■生涯学習推進計画策定会議
■スポーツ推進計画策定会議

２
月
17
日
（
月
）
か
ら
生
涯
学
習
ま
ち
づ
く
り
セ
ン
タ
ー
で

　

所
得
税
（
国
税
）
や
市
県
民
税
（
地
方
税
）
は
、
個
人
が
前
年
中
に
得
た
所
得
に
対
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
。
所
得
税
の

確
定
申
告
は
西
脇
税
務
署
で
、
市
県
民
税
の
申
告
は
生
涯
学
習
ま
ち
づ
く
り
セ
ン
タ
ー
で
、
２
月
17
日
（
月
）
か
ら
３
月

16
日
（
月
）
ま
で
受
け
付
け
ま
す
。
申
告
に
必
要
な
書
類
を
あ
ら
か
じ
め
ご
準
備
の
上
、
早
め
に
お
済
ま
せ
く
だ
さ
い
。

◆
問
合
せ　

税
務
課
課
税
担
当
（
市
役
所
内
線
２
４
３
・
３
７
９
）

税
の
申
告
受
付
が
始
ま
り
ま
す

公的年金受給者の申告判定フローチャート

　公的年金等の収入金額が400万円以下で、公的年金
などの所得を除く所得金額が20万円以下である場合
は、所得税の確定申告は不要です。
　ただし、所得税の還付を受けようとする場合は、所
得税の確定申告が必要です。また、確定申告が不要で
も、「公的年金等の源泉徴収票」に記載のない控除の
適用を受ける場合は、市県民税の申告が必要な場合が
あります。下記の申告フローチャートでご確認くださ
い。

 

市
県
民
税
申
告
書
を
送
付

  　
昨
年
、
市
県
民
税
申
告
書
を
提

出
さ
れ
た
方
に
は
事
前
に
申
告
書

を
送
付
し
ま
す
。
３
月
16
日（
月
）

ま
で
に
申
告
会
場
へ
提
出
し
て
く

だ
さ
い
。
申
告
書
が
必
要
な
方
は
、

税
務
課
へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

　

市
県
民
税
申
告
書
、
申
告
の
手

引
、
農
業
用
収
支
計
算
の
手
引
、

医
療
費
控
除
の
明
細
書
の
様
式
は
、

市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ

ー
ド
で
き
ま
す
。

　

な
お
、
所
得
税
の
確
定
申
告
を

し
た
場
合
は
、
市
県
民
税
の
申
告

は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。
た
だ
し
、

収
入
が
な
く
て
も
、
国
民
健
康
保

険
税
、
所
得
証
明
書
な
ど
の
基
礎

資
料
と
し
て
申
告
が
必
要
に
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

◆
と
き　

下
記
日
程
表
の
と
お
り

◆
申
告
会
場　

生
涯
学
習
ま
ち
づ

く
り
セ
ン
タ
ー
１
階

 

休
日
申
告
受
付
（
市
県
民
税
）

  ◆
と
き　

３
月
８
日
（
日
）

※

西
脇
税
務
署
は
土
曜
、
日
曜
、

　

祝
日
は
閉
庁
し
ま
す
。

 

配
偶
者
特
別
控
除
の
範
囲
が
拡
大

  　
平
成
31
年
度
か
ら
配
偶
者
特
別

控
除
の
控
除
が
受
け
ら
れ
る
範
囲

が
広
が
り
ま
し
た
。
控
除
を
受
け

る
に
は
、
年
末
調
整
、
確
定
申
告
、

市
県
民
税
申
告
の
い
ず
れ
か
が
必

要
で
す
。

 

上
場
株
式
の
配
当
所
得
と
譲
渡
所

得
の
課
税
方
式
が
選
択
可
能

  　
上
場
株
式
な
ど
の
配
当
所
得
や

譲
渡
所
得
（
源
泉
徴
収
が
あ
る
特

定
口
座
）
に
つ
い
て
、
所
得
税
と

市
県
民
税
で
異
な
る
課
税
方
式
を

選
ぶ
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

市
県
民
税
の
納
税
通
知
書
が
送

達
さ
れ
る
日
ま
で
に
、
確
定
申
告

書
に
加
え
、
市
民
税
県
民
税
申
告

書
（
上
場
株
式
等
の
配
当
所
得
お

よ
び
譲
渡
所
得
等
の
選
択
課
税
）

を
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

 
税
理
士
記
念
日
税
務
相
談

  　
近
畿
税
理
士
会
西
脇
支
部
の
税

理
士
が
、
税
に
関
す
る
相
談
に
無

料
で
応
じ
ま
す
（
予
約
優
先
）。

◆
と
き　

２
月
21
日
（
金
）
午
前

９
時
30
分
〜
正
午
、
午
後
１
時
〜

４
時
（
受
け
付
け
は
午
後
３
時
30

分
ま
で
）

◆
と
こ
ろ　

生
涯
学
習
ま
ち
づ
く

り
セ
ン
タ
ー
１
階
女
性
コ
ー
ナ
ー

◆
問
合
せ　

近
畿
税
理
士
会
西
脇

支
部
（
☎
22-

６
４
８
５
）

西脇地区

黒田庄地区

比延地区

日野地区

津万地区

重春地区

平日に来られない方

野村地区

芳田地区

前日までに来られなかった方

月　　　　日 申告受付対象地区




